

2017年8月31日発行

最新・中国法ニューズレター

――――　第8号――――



	案件分析
	：
	提出した辞表を撤回できるか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P2

	重要法規解説
	：
	国務院弁公庁の「城鎮人口密集区における危険化学品生産企業の移転改造の推進に関する意見」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P3　　　　　　　　　　　　

	主要法令
	：
	特に日系企業にかかわりのある最新法規の情報・・・・・・・・・・・・・・P4 




提出した辞表を撤回できるか

一、事実経緯

2014年6月1日、黄某（以下、Ａ氏という）は上海のある投資会社（以下、Ｂ社という）との間で2016年5月3１日までの2年間の労働契約を結んだ。2015年10月25日、Ａ氏は個人の原因で、Ｂ社に辞表を出した。

Ｂ社はＡ氏の辞表を受理後、Ａ氏に引継ぎを求め、2015年11月25日をその最終勤務日として認めた。2015年11月25日昼、Ａ氏は、自分が癌にかかったという重大な錯誤を起こし辞表を出したが、病院での再検査で1週間休んだらもう結構だと医者から指示され、現在、医療期が満了したので、辞表を撤回し、仕事に復帰したいとＢ社に電子メールを送ったが、Ｂ社よりそれを拒否されたうえ、雇用解除証明、労働手帳及びＢ社の所有物の返却通知書を送られたため、Ｂ社を相手に労働仲裁を起こした。

仲裁裁定

労働仲裁委員会は、Ａ氏は法により個人の都合で30日前にＢ社との労働関係の解消をＢ社に知らせ、Ｂ社もＡ氏の辞職を受け入れた。現在、Ａ氏は重大な錯誤及び医療期間満了をもって辞表を撤回する根拠が不十分であり、且つＡ氏も「労働契約法」第40条、41条の状況に当たらないため、Ａ氏の辞表撤回、労働関係の回復請求を却下するという旨の裁定を下した。
コメント

本案のＡ氏の辞職行為は形成権であり、一旦実施したら、法に決めた重大な誤解など撤回できる状況の存在を除いて、撤回できず、法的な約束力を有し、Ｂ社もそれに拘束され、労働契約解消の法律効果を齎し、Ａ氏の撤回行為は如何なる法的な効力が生じない。

仲裁裁決はＡ氏の辞職行為が発効し、医療期間中の解除制限を受けないことを確認した。

労働契約法第37条は、労働者の任意辞職権を定めているが、任意に後悔し辞職を撤回できることをする権利を享有しない。

法律上、労働者に一方的な解除権に30日の予告期を設け、その立法の本意は労働者の辞職権を約束し、雇用者に一定の求人募集期間を与え、正常な生産秩序を保障するためである。


「城鎮人口密集区危険化学品生産企業の移転改造の

推進に関する意見」についての解説

国務院弁公庁は、2017年8月27日付の「城鎮人口密集区における危険化学品生産企業の移転改造の推進に関する意見」（以下、意見という」を公布、施行することを決めた。本稿では15条で構成された「意見」の概要を以下のとおり取りまとめる。

一、全体目標

「意見」は城鎮人口密集区にける危険化学品生産企業の移転改造の実施は都市化の迅速な発展に適応し、城鎮人口密集区の安全及び環境リスクを引き下げる重要な手段として、2025年に城鎮人口密集区における現存の安全、衛生保護要求に満たさない危険化学品生産企業に対して現状の改造、規範の工業園区への移転、または閉鎖によって企業安全及び環境リスクの大幅な引下げ、其のうち、中小型企業及び重大なリスクのある大型企業は2018年末までにすべて移転改造に着手、2020年末までに完成し、その他の大型企業及び超大型企業は2020年末までにすべて移転改造に着手、2025年末までに完成しなければならないことを目指す。

二、重点任務

「意見」は六つの重要な任務を決定した。

１、調査及び評価の展開、組織

各省レベル政府は状況の調査を行い、城鎮人口密集地域における既存の安全と衛生保護要求に満たさない危険化学品生産企業を逐一登記、資料を取り纏める。

２、移転改造実施方案の編成

各省レベル政府は本地域における危険化学品生産企業の移転改造方案を統一制定し、方案を実施する前、社会に公示する。

３、移転改造実施の組織

各省レベル政府は、組織協調を強化し、企業の移転改造に関わる問題の解決に積極的に協力し、移転改造によって企業の生産経営に与えた影響を最大限に引き下げるる。

４、移転改造の安全環境保護管理の強化

地方各レベル政府はプロジェクト管理を強化し、移転改造企業の原の所在地での危険化学品プロジェクトの新増築を厳禁し、企業が法により移転改造プロジェクトの安全及び環境影響の評価を行うよう督促する。

５、各種類のリスク問題の善処

移転改造によって齎された職員の再配置問題を善処し、社会安定のリスク評価を行う。

６、産業構造転換レベルアップの促進

業界計画と産業政策の誘導役割を十分に発揮し、移転改造を合併再編、立ち遅れた生産能力の淘汰、製造プロセスの改良、組織構造の調整、ブランドづくりなどと結びつけ、企業の市場競争力を高める。

三、政策措置

「意見」は三つの政策措置を制定した。

１、財政税務政策の支持

条件を満たす移転改造プロジェクトに資金を援助し、政策性の移転所得税管理弁法など支援策を享受する。

２、資金調達のルートの開拓

条件を満たす移転改造企業は銀行融資、社債、中期手形と短期融資証券などの方式を通じて移転改造資金を調達する。

３、土地政策の支持

地方政府は、新たに増やした建築用地を移転改造企業の受入地に適宜に傾斜し、回収、立ちぬきの土地を譲渡した収入を規定に従って予算配分を通じて企業職員の配置費用に充当する。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国務院弁公庁の「城鎮人口密集区における危険化学品生産企業の移転改造の推進に関する意見」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2017/08/27



	2
	国務院の「国家発展改革委員会商務部人民銀行外交部の海外投資方向更なる誘導の指導意見の転送に関する通知」
	2017/08/04

	3
	最高裁の「ビジネス環境の改善のために司法保障の提供に関する若干意見」
	2017/08/07

	4
	国家工商行政管理総局の「工商総局の「多証合一」改革業務の改善に関する指導意見」
	2017/08/29

	5
	国家工商行政管理総局の「工商総局の工商登記前置審査事項目録の調整に関する通知」
	2017/08/30

	4
	国家税務総局の「越境納税行為免税届出など増値税問題に関する公告」
	2017/09/01

	5
	工業と情報化部の「インターネットドメイン管理弁法」
	2017/11/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。
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